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建物緑化における生物多様性向上方策（１）

研究目的
昨今、我が国では生物多様性への関心が高まりつつある。多様で豊かな生態系は現在及び将来の人

類にとって有用な価値を有するため、今後ますます生物多様性の確保が課題になってくるものと考え
られる。都市における生物多様性を確保するためには、都市の緑の量を増やすことが重要だが、当該
地域の自生種を選定して植栽することも重要である。しかしながら、都市は植物の生育上は厳しい環
境を有し、特に屋上緑化や壁面緑化といった人工地盤上の緑化の場合には樹種選定上の制約がある。
ただし そんな中でも 最近は建物緑化であ ても自生種を多く用いて生物多様性 の配慮がなされただし、そんな中でも、最近は建物緑化であっても自生種を多く用いて生物多様性への配慮がなされ
た事例が現れてきている。そこで、本研究は、主な都市における建物緑化事例の植栽樹種の構成を調
査することにより、建物緑化における植栽樹種のうちの自生種の構成率を増加させる効果的な方法に
ついて考察を行うことを目的とした。

自生種を用いた建物緑化の事例 自生種を用いた

公開空地の事例

三井住友海上駿河台ビル
駿河台新館（東京都千代田区）

おおはし里の杜（東京都目黒区）

飯野ビル（東京都千代田区）

瀧定名古屋ビル（名古屋市）

駿河台新館（東京都千代田区）

建物緑化の植栽樹種の実態調査
同一の植生帯とみなせる関東地域の主要都市群である6都市

域（東京23 区、横浜市、さいたま市、川崎市、千葉市、相模
原市）において、2013年度の建物緑化の植栽データを入手し

飯野ビル（東京都千代田区）

表１ 関東の政令市等における建物緑化指導案件数

た。地方公共団体においては、建築行為の許可の際に条例等
によって緑化の指導がなされているため、協議にあたって提
出される書類に記載された植物種のデータを、個別の建物情
報が特定できない形で提供いただいたものである（表1参照）

自生種の特定作業
これらの植栽事例のうち、記載された樹種が調査対象都市群の潜在自然植生（極相林及び二次

林）の構成種に含まれるかを、生育分布や園芸種でないことに留意してて特定していった。自生種
として選定した代表的なものを表2に示す。

表２ 主な自生種例
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建物緑化における生物多様性向上方策（２）

自生種率の評価
パネルⅠの表1に掲げた都市群の屋上緑化の事例について、広

い面積の事例ほど多くの樹種が植栽されているという仮定のも
とで、面積と植栽種数の関係を整理した（図1）。図1からは、
必ずしも面積と植栽樹種数の相間は見られなかった。

次に 自生種の占める割合を自生種率（自生種種数÷総植栽

図１ 屋上緑化の植栽樹数

次に、自生種の占める割合を自生種率（自生種種数÷総植栽
樹種数）として算定し、屋上緑化の自生種率と面積との関係を
図2に整理した。図2からは、面積規模に関わらず、自生種は
0 ％から100 ％まで幅広い値を取り得ることが分かる。つまり、
条件の厳しい屋上緑化であっても、規模に関わらず自生種率を
高める可能性を有していることが窺える。また、図3から、さら
に条件の厳しい壁面緑化であっても高い自生種率を確保する可
能性も確認できた。能性も確認できた。

図２ 屋上緑化の自生種率と面積の関係 図３ 壁面緑化の自生種率と面積の関係

自生種率の向上方策
各都市間の自生種率の比較を表3、4に示す。これらの表から、

屋上緑化も壁面緑化もさいたま市の自生種率の平均値が高いこ
とが分かる。5都市域のうち、さいたま市には条例に基づいて
実施される緑化推進協議の際に提示されるマニュアルに郷土・
在来種を用いるようにとの努力規定がある 一方で 他の5都

表３ 屋上緑化の自生種率の比較

在来種を用いるようにとの努力規定がある。 方で、他の5都
市では、調査時点ではそのような行政指導はなされていない。
すなわち、制度上で郷土・在来種を用いることの努力規定を設
けていることの効果が、さいたま市の事例の自生種率の高さと
して現れている可能性が想定された。このため、さいたま市と
その他の都市の事例の自生種率に統計的な差があるかを確認す
るための検定を行ったところ、有意差が確認された（危険率
5 ％）。つまり、さいたま市の建物緑化は他の都市よりも高い

表４ 壁面緑化の自生種率の比較

5 ％）。つまり、さいたま市の建物緑化は他の都市よりも高い
自生種率を有することが明らかになり、この結果から、建物緑
化の自生種率の向上には、行政上の適切な働きかけが有効であ
ることが窺える。


